
市職員の給与・人事のあらまし
留萌市における人事行政の運営などの状況の概要についてお知らせします。

人事行政の

運営状況概要

職員給与費の状況（平成１９年度一般会計決算）１
▼職員給与費は、一般職員に毎月支払う給料、諸手当、期末・勤勉手当(民間の賞与にあたる)を合わせたものです。

総額は13億６千万円で、歳出総額に占める割合は10．８％となっています。平成19年度までは、給料の一律７％削減を

実施していましたが、平成20年度から更に削減を拡大しています。

一人当たりの給与費
（ ② ÷ ① ）

給与費
職員数 ①区分

　計 ②期末・勤勉手当職員手当給料

５９３万円１３億５７８４万円３億５４８７万円１億２３５９万円８億７９３８万円２２９人平成１９年度

初任給・平均給料などの状況（平成２０年４月１日現在）２
▼職員の給料は、民間の水準に基づいて国が決めた国家公務員の給料を参考に、条例で定めた「給料表」によって決ま

ります。職務の内容と責任の度合いに応じていくつかの級と号俸(給料月額)が定められています。

経験年数区分平均給料月額
初任給区分

２０年以上２５年未満１５年以上２０年未満１０年以上１５年未満

３２０，８００円２９０，０００円２４８，７００円１６０，１４６円大学卒
留萌市

２８２，８００円２４９，９００円２１２，３００円１３０，２９３円高校卒

３９６，５２６円３４４，１４１円２８７，５９２円
１８５，８００円Ⅰ種

大学卒
国 １７２，２００円Ⅱ種

３３８，３５０円２８６，８５３円２４３，４４４円１４０，１００円Ⅲ種高校卒

※留萌市の給料額は減額後の金額です。

合計７級５級～６級５級３級～４級１級～３級区分

部長職課長職主幹職係長職係員・主任職標準的職務

２１２人９人２６人６人５６人１１５人職員数

１００％４．２％１２．３％２．８％２６．４％５４．３％構成比

一 般 職 の 主 な 削 減 内 容

■一人当たりの年間給与削減額の状況

平均給与削減額削減率等級

１９４，１５３円７％１級

２７６，９９４円８％２級

５７２，８７９円９％３級

７５６，９６１円１０％４級

１，０９５，３９０円１２％５級

１，３１１，９３６円１４％６級

１，６４８，８２７円１６％７級

（平成２０年度当初予算／一般会計）

■給料は職務職階による

級別に７％ ～16％の

減額

■期末勤勉手当の基本額

を減額後の給料額とし、

役職加算５％（管理職

は10～15％）の凍結

■ 管理 職手 当 は、平 均

20％の減額

職員手当の状況（平成２０年４月１日現在）３
▼職員には、給料の他に一定の条件に該当する場合、諸手当が支給されます。平成20年度一年間の「期末・勤勉手当」

は、給料の４．５月分が支給されます。「退職手当」は、退職時の給料月額に、勤続年数と退職理由に応じて決められてい

る支給率を乗じた額が支給されます。その他、[寒冷地手当]「時間外勤務手当」などがあり、勤務の状況に応じて支給

されます。

一人当たり
の給与費

給与費
区分

計期末・勤勉手当職員手当給料

国と同じ

１３，０００円配偶者

扶養手当 １人　６，０００円（配偶者の状況により変更）扶養親族

１人　５，０００円（１６歳～２２歳の子に加算）特定加算

合計１２月期６月期

期末手当
勤勉手当 国と同じ ※

３．００月分１．６０月分１．４０月分期末手当

１．５０月分０．７５月分０．７５月分勤勉手当

有　５～１５％（削減中　０％）役職加算

国と異なる

６４，６００円（削減後　５１，６００円）部長職

管理職手当 ４７，９００円（削減後　３８，３００円）課長職

３８，１００円（削減後　３０，４００円）課長補佐職

国と同じ

交通機関の利用　上限　５５，０００円通勤距離が２
㌔ 以上のも
のに限る

通勤手当 交通機関の利用　上限　２４，５００円
例）片道５㌔ 未満　２，０００円

国と同じ上限　２７，０００円（１２，０００円を超える場合のみ）借家等
住居手当

国と異なる５，０００円持ち家

最高限度額勤続３５年勤続２５年勤続２０年

退職手当
国と同じ

５９．２８月分４７．５０月分３３．５０月分２３．５０月分自己都合

５９．２８月分５９．２８月分４１．３４月分３０．５５月分勧奨・定年

※国は、管理職の期末手当のうち０．４月分を勤勉手当に加えています。

特別職などの給与の状況（平成２０年４月１日現在）４
▼市長、副市長、教育長の給料や、市議会の議長、副議長、議員の報酬月額と期末手当、退職手当は次のとおりです。

※（　）内は、減額後の支給額、加算率

退職手当
期末手当

給料月額又は報酬月額区分
役職加算支給月数

【算定方式】

給料月額×支給率×在職年数
※支給率（市長 ５．５、副市長 ４．５、教育長 ３．３）

１５％
（０％）

４．４０月分

９００，０００円（６３０，０００円）市長

特別職等 ７２０，０００円（５４０，０００円）副市長

６２０，０００円（４９６，０００円）教育長

支給なし
１５％

（０％）
４．４０月分

４１０，０００円（３７３，１００円）議長

議員 ３６０，０００円（３２７，６００円）副議長

３３０，０００円（３００，３００円）議員

■給料は、市長30％、副市長25％、教育長20％の減額

■期末手当の基本額を減額後の給料額とし、役職加算15％の凍結

■議員報酬は、９％の減額

■議員の期末手当は、基本額を減額後の給料額とし、役職加算15％の凍結

特 別 職 な ど の 主 な 削 減 内 容

市職員の給与について

４５

一般会計における職員数と平均給与の推移

※Ｈ２０の平均給与は年度中のため見込みとなります。



ラスパイレス指数の推移５
▼国家公務員の給与水準を１００とした地方公務員の給与水準を示す「ラスパイレス指数」は、留萌市の場合87・６となっ

ています。これは、道内34市中31番目、道内１７９市町村中１７２番目、全国で見た場合、１８１０市区町村中１７１２番目（いず

れも指定市を除く）で、平均値を比較しても低い水準となっています。

■団体区分別ラスパイレス指数

H１８H１９

８８．６８７．６留萌市

９４．５９４．１道内市平均

９４．９９５．１道内市町村平均

９０．６９０．５北海道

９７．４９７．９全国市平均

９８．０９８．５地方公共団体平均

■指数の低い道内団体

H１９都市名

８９．６芦別市

８７．６留萌市

８６．２赤平市

７５．９歌志内市

６８．０夕張市

任免及び職員数に関する状況１
▼平成１９年度中に、保健師職１名を採用したほか、市立

病院の職員（看護師など）を採用しています。退職者は52

名で、うち一般会計では21名となっています。

H２０
会計異動

H１８H１９
区分

当初退職者数採用者数当初

２１２人３人２１人１人２２９人一般会計

２３人▲１人２４人特別会計

２８４人▲１人３１人１７人２９９人企業会計

５１９人１人５２人１８人５５２人合計

市職員の人事について

市職員の給与＆人事に関するお問い合わせ

留萌市役所
総務部総務課人事研修係
緯４２・１８０２　胃４３・８７７８

分限及び懲戒処分の状況３
▼分限及び懲戒処分の状況は次の通りです。

事由人数処分内容

心身の故障による１人休職分限処分

道路交通法違反による１人減給
懲戒処分

道路交通法違反による３人戒告

勤務時間、休暇等の状況２
▼職員の勤務時間は午前８時５０分から午後５時２０分（う

ち、休憩時間４５分）までの１日７時間45分です。ただし、

公務上の必要に応じて時間外勤務などがあります。休暇

などの種類は、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、組

合休暇、介護休暇、育児休業及び部分休業があります。

研修及び勤務評定の状況４
▼職員研修は、市職員研修規程や毎年度策定する研修計

画に基づき実施しています。また、毎年１月の昇給時期

に勤務状況の評定を実施しています。

福祉及び利益保護の状況５
▼近年は、経過観察、要再検査の職員の割合が高くなっ

てきており、健康診断の結果を今後の生活に活かしてい

くように指導していくことが重要になってきています。

また、地方公務員の公務又は通勤途中における災害（負傷、

疾病、障害又は死亡）によって本人又は遺族若しくは被扶

養者が受ける損害を補償します。

公平委員会の状況６
▼平成１９年度において、職員からの措置の要求、不服申

し立て、苦情相談の要求はありませんでした。

６

ラスパイレス指数の推移

H２０は、更なる給与の減額により指数が下がることが予想されます。
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▼市民･除雪業者･市が協働し、快適な冬の
暮しを実現するために、市ではダンプト
ラック及び融雪機の貸出し制度を設けてい
ます。

猿構築物（広告塔、鉄塔、家屋附帯設備など）

猿機械及び装置（旋盤、ベルトコンベアーなど）

猿船舶（漁船、貨物船、モーターボートなど）

猿車両及び運搬具（大型特殊運搬車など）

猿工具、器具及び備品（測定・検査工具、机など）

▼課税対象となる具体例

煙除雪に関する問合せや貸出しの申込先

市・除雪対策室　緯42・2010
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